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原告ら 2 0 1 9 年8月 .2 8 白イ寸準備書面（7）の反論

1 原告ら準備書面（4）で追加された主張について

原告らは、従前、本件調節池の設置そのものの侵害性ではなく、主に本件調節

池の建設過程に伴う侵害性（工事用車両の走行に伴う交通事故の危険、工事期間

中にスポーツ広場が使用できない不便、工事による地下水の枯渇の危慎）につい

て主張してきた（訴状ー第5 ）。I ' 

しかし、平成3 1 ’年 3 月 1 5 ·日付準備書面（4) （以下「準備書面（4) J. という。）

において、新たに建設工事完了後の本件調節池の設置そのものに関連する侵害性

（治水安全度の低下）についての主張を展開している。すなわち、本件調節池が＇ •

設置きれ、上流都の河床掘削がなされた場合、本件調節池で流水を取り込み、そ

の容量が満水となった以降は、本件調節池周辺の洪水安全度は低下する、という

ものである（以下「追加主張J という。 2 0 1 9年8月 28 日付準備書面（7) （以

下「準備書面（7)J という 0) 3 (12））。

追加主張は、本件調節池設置後に上流部で河床掘削が行われることによる影響

（前段）と；本件調節池が満水となることを仮定した影響（後段）とを複合的に

、主張するものであるから、それぞれ分けて反論する。

(l) 調節池が満水となって以降、洪水安全度は低下する左の主張について（追

加主張後段）

ア もともと、調節池は、洪水時において、前川流量の増加分を調節池に取り

込むことによって、荷）｜｜の流量をその流下能力内に収めて（ピークカット）、

水害の発生を防止するものであり（被告準備書面（1) 1 1 頁）、その設置によ

って周辺の治水安全度の向上をもたらし、沿川住民の生命、財産の保護に資

するものであっても、治水安全度が低下するような逆の作用・効果は持たな

いものてである。

すなわち、調節池lとは当然、計画上の能カ限界（容量）があり、能力以上

の規模の洪水には対応できない（被告準備書面（6) 3 頁）。しかし、対応でき
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ないからといって「洪水安全度（治水安全度）が低下する」ものではない（そ

もそも、治水安全度とは、河川のある地点での整備状況により固定的に定ま

る概念であり、降雨量や河川｜流量により変動したりしなL、（訴状 7頁参照）。）ー

したがって、本件調節地が仮に満水となっで以降R 境J 11からその流下能力

を超える流量を取り込めなくなるからといって（その場合に仮に本件調節池

周辺で溢水が発生することがあるとしても）、本件調節池周辺の治水安全度が

低下する・ものではなく、本件調節池の公共性ないし公益上の必要性が何ら揺

らぞものではない。

イ なお、原告らは、長時間、広範囲に猛烈な雨が降る豪雨も各地で毎年のよ

うに頻発しでいると例示を示して主張しでいるが、いずれも観測史上最多と

言うような降雨であり、主さに計画の能カ以上の降雨である。また、とうし

た降雨l士、一つの河川｜においてみれば、頻発するとまでは言えない目

(2)' 上流部の河床掘削によって、洪水安全度は低下するとの主張について（迫

力目主張前段）

ア まず、原告らの追加主張の前段部分は、本件調節池を担保として行われる

上流部の河床掘削に対する危倶をいうものである。したがっで、当骸主張に

よっても、本件調節池自体の公共性ないし公益上の必要性が何ち揺らぐもの

ではないととを指摘しておく。

イ 次にL 原告らl士、河床掘削は下流から行うのが大原則であると述べ、境川

中流域の被告管理区聞における本件調節池整備後の河床掘削が原則から逸脱

した不適切なものである主主張するようである（準備蓄面（4) 2 ～ 7頁）。

すなわち、原告白ま、’河床掘削の基本は下流から行うことであり、・下流部

の流下能力を超えて上流都の流下能力を高めるとその遷移部で滞留・溢7tの ・

リスクが生じるところ、本件調節池整備後に予定される上流部の河床掘削に

より上流部の流下能力が高まると下流部の流下能力とのバランスが崩れ、治

水安全度が低下する（したがって、本件調節池の公共性ないし公益上の必要
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性はなし＇）、在主張するようである。’しかし、上記主張には大きな誤り（又は、

前提の欠落等）がある。

（ア） 一つ目は、本件において、単純に上流部の栴床掘削を行うのでなく、

木件調節池を担保として、すなわち、河床掘削により河道断面が増加する

． ことで掘削前より増加する流量を本件爾節池で取り込むことを前提として、

上流部の河床堀町を行うものであるが、原告ちはその前提（本件調節池で

流量増加分を取り込むこと〉を欠落させて単純に、さらには、複合的に本

件調節池の満水状態を仮定して（原管らはどのような降水（碓皐降雨）で

満水となるのかの主張をLない。）、河床掘削の危険をいうものである（す

なわち、準備書面（心・第 1 章2 (2）の「下流部では、河床掘削を実施する

前よりも、より多くの洪水が押し寄せるζとになり、下杭部ではその洪水

を流下させることができず」という記述は、 少なく止も本件調節池が満水

となるまでは正しくない。＇） 0 ・

＼（イ） 二つ目は、原告らの依拠する原則論（河床掘削ほ下流から行うのが大

原則）をそのまま当てはめると、被告は、例え本件調節池を整備しでも、

下流域での神奈川県の河川｜整備を待たなければ被告管理区間において何ら

流下能力を高める河川整備を進めることができないということになる4・ L

かし、近年において明らかに水害の Pスクが高まっている状況で（原告ら

も自認するとおり）、被告が神奈川県での整備｛今後長期間を要する）を待

って河床掘削をするというような選択をするとすれぽ、前川管理者とじて

の責を何ら果たさないものというほかはなく、被告にとってありえない選

択でしかない

そもそも、下流域での整備状況（時間雨量30 ミリ対応程度）を所与の

前提とじて、 v被告管理区間における治水安全度を向上させることとそが何

川管理者としての被告に与えられた使命であり（甲 2-11 頁、乙 2-6

頁）、そ勾制約下では、木件調節池を含む複数の調節池を担保として管理区
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間内の流下能力を増加させること（それは、まずもって何床掘削により既

に整備済み護岸による流下能力を向上させることであるJに尽きるのであ ー

る（乙 2-4 頁）~

被告管理区間において必要とされる調節池容量は約 7 6 万ばであり、虫

ず、本件調節池（約 1 5 万rrD によって鶴間橋から都県境である鶴瀬橋ま

での区間に必要な分が整備される。当然、本件調節池のみで十分な治水安

全度が遣成できるものではなく、 。 さらに調節池を追加整備する必要がある

（甲 1-25 頁） c そしで、他の調節池が追加整備されるまでの過渡的対応

として、本件調節池を担保としての限定的な上流部の阿床掘削を行うもの

である。－

． 原告らの「下流からm床掘削するのが大原買IJJ との主張は上記の「所与
の前提」を全く欠落させたもので実現性がなく、そうした大原則から導き

出された追加主張（本件調節池整備kその後の上流部での河床掘削lとより

・洪水安全度は低下するから、本件調節池整備は有害）や、さらに、堀込構

造の境川においては、洪水が河道から溢れてきた場合でも水深は徐々に増

加するので避難のための時間は十分に確保でき、人命にかかわるような洪

水災害め危険性はない（から本件調節池整備は不要）なEといった何ら根

拠のない主張（準備書面（7）・ 4 (3）ア7 は、全く無責任なものとの誹りを

. 免れないロ

ウ ちなみに、調節池の能力を活かし、下流の安全性を確保した上で、調節池

を担保としてさらに上流側の流下能力を拡大させる手法は、既に都内の中小

河川｜で多く用いられている。

都内の既設2 7 調節池は、いずれも時間 5 0 ミリ降雨へ対応するため、下

流の流下能力を補う機能を持つ。そのラち神田Jll ・環状七号線地下調節池（乙

3 4）を含む 1 7調節池では、調節地を担保とした上流部の河道整備を実施

しており、原告らが本件で危険であると指摘する、調節池より上流部が下流

・ 5 .・



部に比ベて流下能力が大きい状態となっている。

とうした手法は、市街化が進み河道整備が困難な都市部などで早期に安全

性を向上させることができるために都内で多く行われてきており（乙2-4

． 頁）、これまで浸水被害軽械に大きな効果をあげできた（神田川・環状七号線

地下爾節池の事業効果（乙 3 4）においても、調節池よ流の護岸整備を実施

し、調節池上流及び下流に効呆があったととが記載されている。）。

過去に満水になったことのある 3 調節池にづいても同様の状態であるが、

いずれも満水になったことに起因する調節池周辺の浸水被害は発生しではv 、

ないc

2 河川聾備計画と本件調節地との聞係

なお、原告らは、本件調節池を担保とした上流部の河床掘削について事前の情

報提供がボ十分であると非難するが（準備書面（7）.・ 3 (4）～（10））、この非難も以

下のとおり失当である。

(1) 境川｜における河川整備計画（甲 1）は、東京都と神奈川県にまたがる境川の

，・ 現状を踏まえた、今後約30年程度の期間を見とおした全体的な（河川！の全域

にわたる）許面であるところ、本件調節地を含む洪水調節施設の整備は、境川l

の中流域：マある被告管理区間における具体的な一事業と位置付けられ、実施時

期も整備計画の中で早期に着手されるものである。

本件調節池の整備の効果としては、本件調節池そのものの効果（本件調節池

の整備事業により置ちに発現する効果）であるものと、本件調節池を前提とす

る効果（本件調節地整備後に行われる、本体調節池を担保とするイ也事業による

効果）があるもの左があり、「下流に対する整備効果」は前者、「上流iと対する

整備効果J は後者である。そして、効果発現の時期や直接的か間接的か（他事

業が介在するか）において違いはあるものの、「上流に対する整備効果J も本件

調節池の整備効果であることに違いはない。
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(2) 主た、今後の整備事業（上流都の前床掘削も含む）については、本件調節池

の完成時の整備状況等を踏まえてその場所、時期等を決めていく。

すなわち、本件調節池による上記の「上流に対する整備効果」は、境川にお’

ける何川｜整備酔面上の過渡的対応であり、「上流に対する整備効果」の発現に係

る具体的整備方法・手Jr買、場所、規模及び実施時期は将来的に定まるもの．であ

ることから、それを何）I ［整：備許画にすべて記載するのは現実的ではなく、河川

管理者の裁量によって、計画に定めた範囲内において実施されるものであるE

(3) 河川整備計画策定経過においては、意見募集（パプロックコメント）が実施

きれており、その前提として軒薗原案が被管のホームベージ等で公開されてい

たとと（答弁書・第2 ・ 4 (3）イ（1 0買））、さちに本件調節池整備事業の実施

に際しでは、事業説明会を多数回行つで周辺住民の意見を十分聴取した上で、

それらを事業許画に反映させできたことは既に述べたところである（被告準備

書面（1）’第 2 ・ 3 ( 1 8 買以下）、甲4 の 1 ないし甲 1 0 の 2 ）ロ

(4) したがって、上流都の河床掘削は本件調節池整備とJjljの事業であるとは説明

されていない（原告ら準備書首（7）・ 3 (6））どいう非難は当たらず、主た、被

告の本件調節池の整備事業実施において何ら違法な点はないロ

. 
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